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平成 19 年３月期   第１四半期財務・業績の概況（連結） 

平成 18 年 7 月 28 日 

 

上場会社名       （コード番号：2327 東証第１部） 

(URL http://www.ns-sol.co.jp) 

問合せ先 代表者役職 代表取締役社長 氏名 鈴木 繁 

       責任者役職 取締役総務部長 氏名 謝敷 宗敬 (TEL:(03)-5117-4111) 

 

１.四半期業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無  ： 無 
 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無  ： 無 
 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無   ： 無 

 

 

２.平成 19 年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成 18 年４月１日～平成 18 年６月 30 日） 

（１）経営成績（連結）の進捗状況 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
四半期(当期) 
純 利 益 

 

19 年３月期 第１四半期 

18 年３月期 第１四半期 

百万円  %

30,818    13.4

27,187   △8.4

百万円  %

2,497   50.6 

1,659  △3.0 

百万円  % 

2,549    48.4 

1,717   △1.0 

    百万円   %

1,518     58.9

955      2.0

（参考）18 年３月期 148,308 12,117 12,355 7,481 

 

 1 株当たり四半期
（当期）純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり四半期
（当期）純利益 

 

19 年３月期 第１四半期 

18 年３月期 第１四半期 

円  銭

28.65  

18.04 

円  銭

－ 

－ 

（参考）18 年３月期 141.17 － 

（注）  

１． 期中平均株式数 19 年３月期 第１四半期 52,998,370 株

 18 年３月期 第１四半期 52,998,477 株

 18 年３月期 52,998,427 株

２． 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期増減率 

 

【経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等】 

当第 1 四半期（平成 18 年４月１日～平成 18 年６月 30 日）は、顧客の IT 投資意欲が旺盛であり、

金融機関を中心に引合い・受注とも活発に推移しました。また、各プロジェクトとも円滑に進捗し主に業

務ソリューション事業において売上計上が順調に進みました。 

これらの結果、当第 1四半期の売上高は 30,818 百万円、経常利益は 2,549 百万円と前年同期と比

べ、各々、3,631 百万円の増収、831 百万円の増益となりました。 



－2－ 

(2)財政状態（連結）の変動状況（平成 18 年６月 30 日現在） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
1 株当たり 
純資産 

 

19 年３月期 第１四半期 

18 年３月期 第１四半期 

百万円

94,563 

88,031 

百万円

62,286 

54,488 

 % 

64.2 

61.9 

円  銭

1,145.51 

1,028.12 

（参考）18 年３月期 103,116 60,006 58.2 1,132.23 

（注） １. 期末発行済株式数（連結） 19 年３月期 第１四半期 52,998,370 株

 18 年３月期 第１四半期 52,998,477 株

 18 年３月期 52,998,370 株

        ２. 平成 18 年３月期第１四半期及び平成 18 年３月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の
欄に、「株主資本比率」を「自己資本比率」の欄に、「1株当たり株主資本」を「1株当たり純資産」の欄に記載し

ております。なお、従来の算定方法により算出した場合の平成 19 年３月期第１四半期の「純資産」は 60,710

百万円であります。 

   
【連結キャッシュ・フローの状況】（平成 18 年４月１日 ～ 平成 18 年６月 30 日） 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高 

 

19 年３月期第１四半期 

18 年３月期第１四半期 

百万円

2,688 

3,585 

百万円

△303 

△250 

百万円 

△712 

△509 

百万円

33,398 

25,925 

（参考）18 年３月期 10,420    △629 △1,172 31,725 

 

【財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等】 

当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から 1,672 百万円増加し、

33,398 百万円になりました。各活動区分別には以下の通りでございます。 

営業活動によるキャッシュ・フローは 2,688 百万円になりました。主な内訳は、税金等調整前四半期

純利益 2,560 百万円、企業間信用の圧縮 9,280 百万円、たな卸資産の増加△5,348 百万円、法人税

等の支払△3,667 百万円等であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは△303百万円になりました。主な内訳は、有形・無形固定資産の

取得による支出△333 百万円等であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは△712 百万円になりました。内訳は、配当金の支払であります。 

 

３.平成 19 年３月期の連結業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

当第１四半期の業績は、概ね当初予想通り順調に推移しております。従って、中間期及び通期の

業績につきましては、下表の通り当初予想より変更はございません。 

 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円

中間期 66,000 4,500 2,500 

通 期 152,000 12,500 7,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 132 円 08 銭 
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（参考）四半期個別業績等 

(1)個別経営成績（平成 18 年４月１日 ～ 平成 18 年６月 30 日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
四半期(当期) 
純 利 益 

 

19 年３月期 第１四半期 

18 年３月期 第１四半期 

百万円  %

27,932   12.7 

24,783  △8.1 

百万円  %

2,150     34.7

1,596      5.8

百万円  % 

2,429    30.4 

1,863     7.9 

百万円  %

1,555    39.8 

1,112    10.6 

（参考）18 年３月期 133,142 9,484 9,794    6,731    

 

 1 株当たり四半期
（当期）純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり四半期
（当期）純利益 

 

19 年３月期 第１四半期 

18 年３月期 第１四半期 

円  銭

29.35 

20.99 

円  銭

－ 

－ 

（参考）18 年３月期 127.01 － 

（注）  

１． 期中平均株式数 19 年３月期 第１四半期 52,998,370 株

 18 年３月期 第１四半期 52,998,477 株

 18 年３月期 52,998,427 株

２． 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期増減率 

 

 

(2)個別財政状態（平成 18 年６月 30 日現在） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
1 株当たり 
純資産 

 

19 年３月期 第１四半期 

18 年３月期 第１四半期 

百万円

88,963 

82,198 

百万円

54,478 

49,147 

 % 

61.2 

59.8 

円  銭

1,027.94 

  927.33 

（参考）18 年３月期 96,051 53,730 55.9 1,013.81 

（注）１．期末発行済株式数 19 年３月期 第１四半期 52,998,370 株

 18 年３月期 第１四半期 52,998,477 株

 18 年３月期 52,998,370 株

２．期末自己株式数 19 年３月期 第１四半期 750 株

 18 年３月期 第１四半期 643 株

 18 年３月期 750 株

３．平成 18 年３月期第１四半期及び平成 18 年３月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄

に、「株主資本比率」を「自己資本比率」の欄に、「1 株当たり株主資本」を「1 株当たり純資産」の欄に記載して

おります。なお、従来の算定方法により算出した場合の平成 19年３月期第１四半期の「純資産」に変更はありま

せん。 
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(3)個別業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

当第 1 四半期の業績は、概ね当初予想通り順調に推移しております。従って、中間期及び通期の

業績につきましては、下表の通り当初予想より変更はございません。 

 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円

中間期  58,500  3,800 2,200 

通期 136,000 10,200 6,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 113 円 21 銭 

 

 

  

上記は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくものであります。実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 



４．第１四半期連結財務諸表
（1）第１四半期連結貸借対照表（要約）

注記 構成比 構成比 構成比 金額

番号 (％) (％) (％) (百万円)

12,020 10,847 12,845 △ 1,998

13,904 22,551 18,880 3,671

17,269 19,057 34,233 △ 15,176

14,355 12,981 7,633 5,348

3,100 3,280 3,217 62

566 457 571 △ 113

△ 11 △ 9 △ 20 11

61,205 69.5 69,165 73.1 77,360 75.0 △ 8,194

※１ 4,444 4,725 4,861 △ 135

613 483 523 △ 39

（1）関係会社長期貸付金 12,000 12,000 12,000 -

（2）その他 9,768 8,188 8,371 △ 182

26,826 30.5 25,397 26.9 25,755 25.0 △ 357

88,031 100.0 94,563 100.0 103,116 100.0 △ 8,552

10,131 9,795 15,691 △ 5,895

3,033 2,588 2,604 △ 16

915 1,251 3,806 △ 2,555

6,087 5,082 3,211 1,871

3,092 3,008 5,802 △ 2,793

－ － 22 △ 22

－ 346 337 9

1,523 1,819 1,900 △ 81

24,783 28.1 23,892 25.2 33,376 32.3 △ 9,484

7,196 8,065 7,810 254

※２ 245 319 300 19

7,441 8.5 8,384 8.9 8,111 7.9 273

32,225 36.6 32,276 34.1 41,487 40.2 △ 9,210

少数株主持分 1,317 1.5 - - 1,622 1.6 △ 1,622

12,952 - 12,952 △ 12,952

9,950 - 9,950 △ 9,950

31,736 - 37,599 △ 37,599

△ 757 - △ 1,276 1,276

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 612 - 780 △ 780

Ⅵ　為替換算調整勘定 △ 4 - 1 △ 1

Ⅶ　自己株式 △ 2 - △ 2 2

資本合計 54,488 61.9 - - 60,006 58.2 △ 60,006

負債、少数株主持分及び資本合計 88,031 100.0 - - 103,116 100.0 △ 103,116

- 12,952 - 12,952

- 9,950 - 9,950

- 38,456 - 38,456

- △ 2 - △ 2

株主資本合計 - - 61,356 64.9 - - 61,356

Ⅱ　評価・換算差額等

- 628 - 628

- △ 1,276 - △ 1,276

- 2 - 2

評価・換算差額等合計 - - △ 646 △ 0.7 - - △ 646

Ⅲ　少数株主持分 - - 1,576 1.7 - - 1,576

- - 62,286 65.9 - - 62,286

- - 94,563 100.0 - - 94,563

(資産の部)

７　貸倒引当金

Ⅰ　流動資産

２　預け金

３　受取手形及び売掛金

区分

前第１四半期末

（平成17年６月30日現在）

当第１四半期末

負債、純資産合計

　１　その他有価証券評価差額金

　３　為替換算調整勘定

　４　自己株式

純資産合計

　１　資本金

　２　資本剰余金

　３　利益剰余金

　２　土地再評価差額金

固定負債合計

負債合計

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

(少数株主持分)

(資本の部)

Ⅰ　資本金

Ⅱ　資本剰余金

Ⅲ　利益剰余金

１　退職給付引当金

２　その他

８　その他

流動負債合計

Ⅱ　固定負債

(負債の部)

４　前受金

６　役員賞与引当金

７　プログラム補修引当金

３　未払法人税等

Ⅰ　流動負債

１　支払手形及び買掛金

２　未払費用

（平成18年６月30日現在）

金額(百万円) 金額(百万円)

資産合計

２　無形固定資産

３　投資その他の資産

流動資産合計

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

１　現金及び預金

Ⅳ　土地再評価差額金

５　賞与引当金

４　たな卸資産

前年度末
増減

固定資産合計

５　繰延税金資産

６　その他

前連結会計年度末

（平成18年３月31日現在）

金額(百万円)

-５-



（２）第１四半期連結損益計算書（要約）

注記 百分比 百分比 百分比

番号 (％) (％) (％)

27,187 100.0 30,818 100.0 3,631 148,308 100.0

21,058 77.5 23,645 76.7 2,587 117,789 79.4

6,129 22.5 7,173 23.3 1,043 30,518 20.6

※1,2 4,470 16.4 4,675 15.2 204 18,401 12.5

1,659 6.1 2,497 8.1 838 12,117 8.1

67 0.2 56 0.2 326 0.2

8 0.0 5 0.0 87 0.0

1,717 6.3 2,549 8.3 831 12,355 8.3

11 0.0 11 0.0 634 0.4

－ 0.0 － 0.0 115 0.1

1,728 6.3 2,560 8.3 831 12,873 8.6

825 3.0 1,038 3.4 212 5,141 3.4

少数株主利益 △ 52 △ 0.2 4 0.0 56 250 0.2

955 3.5 1,518 4.9 562 7,481 5.0

当第１四半期
(自　平成18年４月１日

　至　平成18年６月30日)

金額(百万円) 金額(百万円)

前第１四半期
(自　平成17年４月１日

　至　平成17年６月30日)

Ⅰ　売上高

Ⅱ　売上原価

売上総利益

区分

営業利益

Ⅳ　営業外収益

Ⅴ　営業外費用

経常利益

前年同期
増減

金額
(百万円)

税金費用

四半期(当期)純利益

Ⅵ　特別利益

Ⅶ　特別損失

税金等調整前四半期(当期)純利益

Ⅲ　販売費及び一般管理費

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

金額(百万円)

-６-



（３）第１四半期連結キャッシュフロー計算書（要約）

前第１四半期 当第１四半期 前連結会計年度

(自　平成17年４月１日 (自　平成18年４月１日 (自　平成17年４月１日

　至　平成17年６月30日) 　至　平成18年６月30日) 　至　平成18年３月31日)

１　税金等調整前四半期(当期)純利益 1,728 2,560 831 12,873

２　減価償却費 305 329 23 1,328

３　賞与引当金の増減額 △ 2,620 △ 2,816 △ 195 89

４　退職給付引当金の増減額 256 254 △ 2 871

５　売上債権の増減額 19,995 15,176 △ 4,819 3,031

６　たな卸資産の増減額 △ 6,852 △ 5,348 1,504 △ 130

７　仕入債務の増減額 △ 7,209 △ 5,895 1,313 △ 1,650

８　その他 1,764 2,073 308 △ 1,235

　　小計 7,368 6,334 △ 1,034 15,179

９　法人税等の支払額 △ 3,823 △ 3,667 155 △ 6,193

10　その他 40 21 △ 18 1,434

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 3,585 2,688 △ 897 10,420

１　有形・無形固定資産の取得による支出 △ 261 △ 333 △ 71 △ 1,479

２　その他 10 30 19 849

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 250 △ 303 △ 52 △ 629

１　自己株式の取得による支出 － － － △0

２　配当金の支払額 △ 463 △ 662 △ 198 △ 1,126

３　少数株主に対する配当金の支払額 △ 46 △ 50 △ 4 △ 46

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 509 △ 712 △ 202 △ 1,172

1 0 △ 1 9

2,826 1,672 △ 1,153 8,626

23,098 31,725 8,626 23,098

25,925 33,398 7,472 31,725

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額

金額(百万円)
金額

(百万円)

前年同期
増減

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

区分 金額(百万円) 金額(百万円)

-７-
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第１四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 
１.連結の範囲に関する事項 
 （1）連結子会社の数  11 社 

 

 （2）主要な連結子会社の名称 

 北海道エヌエスソリューションズ(株) 

 東北エヌエスソリューションズ(株) 

 (株)エヌエスソリューションズ東京 

 (株)エヌエスソリューションズ関西 

 (株)エヌエスソリューションズ中部 

 (株)エヌエスソリューションズ西日本 

 (株)エヌエスソリューションズ大分 

 NSSLC サービス㈱ 

エヌシーアイ総合システム(株) 

日鉄日立システムエンジニアリング(株)  

新日鉄軟件（上海）有限公司 

 

 （3）主要な非連結子会社の名称 

 NS Solutions USA Corp. 

 

（4）議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず、子会社としなかった会社等は

ありません。 

 

２.持分法適用に関する事項 
 （1）持分法を適用した非連結子会社はありません。 

 

 （2）持分法を適用した関連会社数  ２社 

 持分法を適用した関連会社の名称 

  (株)ソルネット 

  (株)北海道高度情報技術センター 

 

 （3）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

 非連結子会社 

  NS Solutions USA Corp. 

    上記非連結子会社については、四半期純損益及び利益剰余金の額のうち持分に見合う額が、当社

並びに連結子会社及び持分法適用関連会社の持分に見合う四半期純損益及び利益剰余金等の合計に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。 

 

（4）議決権の百分の二十以上、百分の五十以下を自己の計算において所有しているにもかかわらず関連

会社としなかった会社等はありません。 

 

３.連結子会社の四半期決算日等に関する事項 
連結子会社のうち、新日鉄軟件（上海）有限公司の第１四半期決算日は、３月 31 日であります。第１

四半期連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の第１四半期財務諸表を使用し、第１四半期連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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４.会計処理基準に関する事項 
 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

   四半期決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部資本直入法 

   により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法によっております。 

 

② たな卸資産 

仕掛品 

 個別法に基づく原価法によっております。 

その他 

 主として総平均法に基づく原価法によっております。 

 

 （2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

主として定率法によっております。但し、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法によっております。なお、貸与資産については貸与期間による定額法（残

存価額なし）によっております。 

 

② 無形固定資産 

定額法によっております。また、自社利用ソフトウェアについては、見込利用可能期間（概ね５年）

に基づく定額法によっております。 

 

 （3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、次回賞与支給見込額のうち当四半期連結会計期間に帰属する金

額を計上しております。 

    

③ プログラム補修引当金 
    プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率により将来発生見込額を計上して

おります。 

 

（追加情報） 

     プログラム補修費用は、従来、実際発生額を支出した連結会計年度に費用処理しておりましたが、
「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報

告第 17 号）が公表されたことに伴い、前連結会計年度より将来発生見込額を売上計上時の費用と
して処理しております。 
この結果、前第 1四半期と比較して、売上原価が９百万円増加し、売上総利益、営業利益、経常利
益および税金等調整前当期純利益が同額減少しております。 

 

 

④ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき当四半

期連結会計期間末に発生していると認められる額を計上しております。 

また、数理計算上の差異は、発生年度に費用処理しております。 

   

⑤ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当四半期連結会計期間末要支給額を計上して

おります。 
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 （4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 （5）その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
(1) 固定資産の減損に係る会計基準 

前連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月 9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日)を適用しております。 

      これによる損益に与える影響はありません。 

  

(2) 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当第１四半期連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しています。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は 60,710 百万円です。 

 

６.四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 
（第１四半期連結貸借対照表関係） 

前第１四半期末 
(平成17年６月30日現在) 

当第１四半期末 
(平成18年６月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日現在) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

5,603百万円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

6,451百万円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

6,209百万円 

※2 偶発債務 

関連会社の金融機関からの借入金

に対し、保証予約を行なっておりま

す。 

 

㈱北海道高度情報 

技術センター 23百万円 
 

 ※2 偶発債務 

関連会社の金融機関からの借入金

に対し、保証予約を行なっておりま

す。 

 

㈱北海道高度情報 

技術センター 2百万円 
 

 
（第１四半期連結損益計算書関係） 

前第１四半期 

(自 平成17年４月１日至 平成17年６月30日) 
当第１四半期 

(自 平成18年４月１日至 平成18年６月30日) 
前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日至 平成18年3月31日) 
※ 1 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は、次の通りであ

ります。 

 
給料諸手当 1,222百万円 

賞与引当金繰入額 637百万円 

退職給付費用 109百万円 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

 
19百万円 

減価償却費 40百万円 

営業支援費 753百万円 

※ 1 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は、次の通りであ

ります。 

給料諸手当 1,362百万円

賞与引当金繰入額 516百万円

退職給付費用 104百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 19百万円

減価償却費 51百万円

営業支援費 800百万円
 

※ 1 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は、次の通りであ

ります。 

給料諸手当 6,030百万円

賞与引当金繰入額 1,098百万円

役員賞与引当金 
繰入額 

22百万円

退職給付費用 364百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 73百万円

減価償却費 176百万円

営業支援費 2,844百万円
 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費

は、276百万円であります。 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費

は、280百万円であります。 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費

は、1,254百万円であります。 
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（リース取引関係） 
前第１四半期 

(自 平成17年４月１日至 平成17年６月30日) 
当第１四半期 

(自 平成18年４月１日至 平成18年６月30日) 
前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日至 平成18年3月31日) 
(借主側) 

1. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び四半期末残高

相当額 

 

取得価額 

相当額 

（百万円） 

 

減価償却 

累計相当額 

（百万円） 

 

四半期末 

残高相当額 

（百万円） 

機械装置 

及び運搬具 
78 60 18 

工具器具 

備品 
1,893 1,229 664 

ソフト 

ウェア 
647 468 179 

合計 2,620 1,758 861 
 

(借主側) 

1. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び四半期末残高相当額

 

取得価額

相当額 

（百万円）

減価償却

累計相当額

（百万円）

四半期末

残高相当額

（百万円）

機械装置

及び運搬具
17 8 8

工具器具

備品 
1,257 789 467

ソフト

ウェア
344 230 144

合計 1,618 1,029 589
 

(借主側) 

1. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

（百万円） 

 

減価償却

累計相当額

（百万円）

期末 

残高相当額

（百万円）

機械装置 

及び運搬具 
25  16 8

工具器具 

備品 
1,896  1,415 481

ソフト 

ウェア 
476  357 118

合計 2,399  1,790 608
 

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 

 

1年内 405百万円

1年超 502百万円

合計 907百万円
 

 (2) 未経過リース料四半期末残高相当

額等 

未経過リース料四半期末期末残高

相当額 

1年内 256百万円

1年超 353百万円

合計 610百万円
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 245百万円

１年超 386百万円

合計 632百万円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 
 

支払リース料 138百万円 

減価償却費相当額 128百万円 

支払利息相当額 5百万円 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

支払リース料 85百万円

減価償却費相当額 76百万円

支払利息相当額 3百万円
 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

支払リース料 463百万円

減価償却費相当額      430百万円

支払利息相当額 19 百万円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存簿

価を零とする定額法によっておりま

す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、各

期への配分法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

2. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年内 2百万円

1年超 1百万円

合計 3百万円
 

2. オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

1年内 1百万円

1年超 0百万円

合計 1百万円

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

2. オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

1年内 1百万円

1年超 0百万円

合計 2百万円

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 
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５.受注及び販売の状況 

 

(１) 受注実績 

事業の種類別セグメントを記載していないため、サービス分野別の当第１四半期（平成18年４月１日～平

成18年６月30日）の受注実績を示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

サービス分野の名称 受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比 

業務ソリューション事業 25,335 32.4％ 24,680 27.2％ 

基盤ソリューション事業 5,008 △13.4％ 4,154 0.9％ 

ビジネスサービス事業 8,970 17.2％ 17,658 1.6％ 

合計 39,314 20.7％ 46,492 13.7％ 

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

(２) 販売実績 

事業の種類別セグメントを記載していないため、サービス分野別の当第１四半期（平成18年４月１日～平

成18年６月30日）の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

                      （単位：百万円） 

サービス分野の名称 金 額 前年同期比 

業務ソリューション事業 16,522 27.6％ 

基盤ソリューション事業 5,562  △10.0％ 

ビジネスサービス事業 8,734 8.4％ 

合計 30,818 13.4％ 

(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２  当第１四半期と前第１四半期の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

 

（単位：百万円） 

前第１四半期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

当第１四半期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 相手先 

販売高 割合(％) 販売高 割合(％) 

新日本製鐵㈱ 4,500 16.6％ 4,454 14.5％
 


